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１ 基本事項 
 基本的な考え方 
市は、本事業の実施状況について、モニタリングを実施し、選定事業者が業務を適正かつ確

実に行い、業務要求水準書、提案書等（以下「業務要求水準書等」という。）に規定された業務
要求水準を達成していることを確認する。 

市が実施するモニタリングは、基本的には選定事業者が実施するセルフモニタリングの結果
を活用して実施する。ただし、市が直接実地調査や現場スタッフに対するヒアリング、独自の
利用者アンケート等の補足的なモニタリングを実施する場合もある。 

モニタリングの結果、選定事業者の責めに帰す事由により、業務要求水準が達成されていな
い、又は達成されないおそれがあると判断した場合には、市は選定事業者に対して改善勧告、
施設保守管理費の支払い停止や減額等の措置を行うものとする。なお、これらの措置を行うこ
とは、施設整備等に関する事業契約書及び施設保守管理に関する業務委託契約書に基づく市の
契約解除権の行使を妨げるものではないので留意すること。 

なお、以下では、市が行うモニタリングを「モニタリング」といい、選定事業者が行うモニ
タリングを「セルフモニタリング」という。 

 
 モニタリングの対象 
モニタリングの対象は、原則として業務要求水準書等で定める全ての内容を網羅するものと

する。ただし、業務要求水準書等に定めのない事項であっても、適正かつ確実な業務の履行に
影響のある場合は、市と選定事業者が協議して、モニタリングの対象として定めることができ
る。 

モニタリングの対象となる業務は次のとおりである。 
・施設整備事業管理業務 
・施設整備業務 
・施設保守管理業務 
・事業期間終了に係る業務 
 
 モニタリングの費用負担 
モニタリングの実施に際して、市に発生した費用は市の負担とする。ただし、市が実地調査

等を行う場合に、選定事業者に発生する費用は、選定事業者の負担とする。 
選定事業者が実施するセルフモニタリング及び報告書の作成等に係る費用は、選定事業者の

負担とする。 
 

２ 施設整備事業管理業務におけるモニタリング 
市は、選定事業者が履行する施設整備事業管理業務について、業務要求水準書等に規定され

た業務要求水準を達成していることを確認する。 
 



 モニタリングの方法 
・選定事業者は、各業務についてセルフモニタリングを行うとともに、自己評価を行い、その

結果を市に報告すること。市はその内容を確認する。 
 

３ 施設整備業務におけるモニタリング 
市は、選定事業者が履行する本施設の設計業務、本施設の工事監理業務、本施設の建設業務、

既存施設の解体撤去業務の内容が、業務要求水準書等に規定された業務要求水準を達成してい
ることを確認する。 

 
 モニタリングの方法 
 設計業務 

・選定事業者は、設計業務の着手前に設計着手届、技術者届及び技術者経歴書を提出する。市
はその内容を確認する。 

・選定事業者は、基本設計完了時及び実施設計完了時にそれぞれ、業務要求水準書等に記載さ
れている業務要求水準が遵守されているかどうか、また、選定事業者が提案書に記載した項
目が遵守されているかどうかについてセルフモニタリングを行う。その上で、要求水準確認
報告書を作成し、市に報告する。市は、これらのセルフモニタリングの内容及び結果の確認
を行う。 

・市は、設計の検討内容について、選定事業者にいつでも確認することができる。また、選定
事業者は、市から随時状況の確認を受けるとともに、提出した工程表に基づき、基本設計完
了時及び実施設計完了時に指定された図書を市に提出する。市は報告の内容及び結果を確認
する。 
 
 工事監理業務、建設業務、解体撤去業務 
(ｱ) 着工前業務 
・選定事業者は、建築準備調査等を実施し、調査結果を市に報告する。市は報告の内容を確認

する。 
・選定事業者は、建設工事着工前に詳細工程表を含む施工計画書等を作成し、建設業務を行う

者及び工事監理者が内容を確認した上で、市に提出する。市はこれらの内容を確認する。 
・選定事業者は、既存施設の解体撤去工事着工前に詳細工程表を含む施工計画書等を作成し、

解体撤去業務を行う者及び工事監理者が内容を確認した上で、市に提出する。市はこれらの
内容を確認する。 

・工事監理者は、工事監理着手前に業務要求水準書で指定された書類を、選定事業者を通じて
市に提出する。市はこれらの内容を確認する。 
 

(ｲ) 建設期間中業務、解体期間中業務 
・工事監理者は、選定事業者を通じて工事監理の状況を毎月市に定期的に報告する。また、市

から要請があったときは随時報告を行う。市はこれらの内容を確認する。 



・選定事業者は、既存施設の解体撤去工事完了時及び建設工事完成時に施工記録を用意し、市
の確認を受ける。 

・選定事業者は、各部位の施工前及び施工後にそれぞれ、業務要求水準書に記載されている業
務要求水準が遵守されているかどうか、また、選定事業者が提案書に記載した項目が遵守さ
れているかどうかについて、セルフモニタリングを行う。その上で、要求水準確認報告書を
作成し、市に報告する。市はこれらのセルフモニタリングの内容及び結果の確認を行う。 

・選定事業者は、業務要求水準書で指定された報告書（機器確認、残土処分計画書等）を工事
期間中に作成し、建設業務を行う者及び工事監理者がともに内容を確認した上で、市に提出
する。市はこれらの内容を確認する。 
 

(ｳ) 完成後業務 
・選定事業者は、完成時の検査に先立ち、室内空気中化学物質の濃度測定マニュアル（川崎市

まちづくり局）に基づき、室内空気中化学物質の濃度を測定し、その結果を市に報告する。
市はその内容を確認する。 

・選定事業者は、本施設の完成時の検査並びに機器、器具及び什器備品等の試運転検査等を実
施し、それらの結果を検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて市に報告する。
市は、選定事業者による検査等の終了後、本施設等について、建設業務等を行う者及び工事
監理者の立ち会いの下で、完成時の確認を実施する。 

・選定事業者は、提出した詳細工程表に基づき、市による完成時の確認の通知に必要な完成図
書を市に提出する。市はこれらの内容を確認する。 
 
 水準未達があった場合の措置 

・モニタリングの結果、業務要求水準を達成していない事業（以下「水準未達」という。）が確
認された場合、市は、選定事業者に対して、水準未達の是正を求めるとともに、改善計画書
の提出を求める。 

・選定事業者は、市による提出の要求を受けた日から５日以内（ただし、５日目の日が閉庁日
に当たるときは、その直後の開庁日まで）に、対象となる水準未達の是正措置を記載した改
善計画書を市に提出する。 
−当該是正措置が適正かつ確実であると市が認めた場合：選定事業者は提出した是正措置を

実施し、その後速やかに実施状況を改善報告書として市に提出する。 
−当該是正措置が適正かつ確実ではないと市が認めた場合：市は選定事業者に改善計画書の

再提出を求める。選定事業者は是正措置を再度検討し、市に改善計画書を再提出する。 
 

４ 施設保守管理業務におけるモニタリング 
市は、選定事業者が履行する施設保守管理業務の内容が、業務要求水準書等に規定された業

務要求水準を達成していることを確認する。 
 



 モニタリングの方法 
 モニタリング計画書の作成 
選定事業者は、施設保守管理に関する業務委託契約の締結後、自らが作成する本施設の施設

保守管理業務に係る事業計画書及び事業計画書に付随する書類に基づき、次の項目の詳細につ
いて市と協議し、施設保守管理期間の開始６カ月前までにモニタリング計画書を市に届け出て、
施設保守管理期間開始前までに市の承諾を得ること。 

・モニタリング時期 
・モニタリング内容 
・モニタリング組織 
・モニタリング手続 
・モニタリング様式 
 
 日常モニタリング 

・選定事業者は、日報を作成し適切に保管すること。市の要請に応じて、選定事業者は市に提
出すること。 

・市は、日報の内容により、選定事業者の業務実施状況を確認する。 
 
 月次モニタリング 

・選定事業者は、月ごとの事業報告書（以下「月報」という。）を作成し、翌月 20 日までに市
に提出すること。 

・市は、月報の内容により、選定事業者の当該月の業務実施状況を確認する。市は確認した内
容を踏まえて実地調査、選定事業者に対する説明要求等を行う。 
 
 半期モニタリング 

・選定事業者は、四半期ごとの事業報告書（以下「半期報」という。）を作成し、それぞれ 10
月・４月末日までに市に提出すること。 

・市は、半期報により、選定事業者の半期の業務実施状況を確認する。市は確認した内容を踏
まえて実地調査、選定事業者に対する説明要求等を行う。 
 
 随時モニタリング 

・市は、必要と認める場合、上記イからエまでのモニタリングとは別に、随時、必要に応じて
実地調査、選定事業者に対する説明要求等を行い、選定事業者の業務実施状況を確認する。 
 
 利用者モニタリング 

・市は、必要に応じて、本施設の利用者へのアンケート、ヒアリング等を実施し、又は、利用者
からの選定事業者の業務実施状況に対する苦情、要望等を受付け、選定事業者の業務実施状
況を確認する。 

・なお、市は、利用者モニタリングの実施に当たって、アンケート用紙の配布、回収等につい



て、選定事業者に協力を求めることができ、選定事業者は市に協力するものとする。 
 
 水準未達があった場合の措置 
 水準未達の認定等 
(ｱ) 水準未達の発見 
・上記(1)に定める各種モニタリングにより、水準未達を発見した場合、市は選定事業者に対し

て、モニタリング結果を通知するとともに、当該業務の実施状況等に関する状況報告書の提
出を求める。また、必要に応じて、実地調査、選定事業者に対する説明要求等を行う。 

(ｲ) 選定事業者による状況報告書の提出 
・選定事業者は、市からの上記(ｱ)の通知到達から５日以内（ただし、５日目の日が閉庁日に当

たるときは、その直後の開庁日まで）に当該業務の実施状況に関する報告書を市に提出する。 
(ｳ) 市による水準未達の認定 
・市は、状況報告書の内容に基づき、当該業務が水準未達か否かを決定し、その結果を選定事

業者から状況報告書が到達してから５日以内（ただし、５日目の日が閉庁日に当たるときは、
その直後の開庁日まで）に選定事業者に通知する。 

(ｴ) 改善勧告 
・市は、当該業務の実施状況が水準未達と確認した場合は、直ちに選定事業者に対し適切な改

善措置の実施を要求する。その結果、速やかに是正がされない場合には、改善勧告を行うと
ともに、選定事業者に改善計画書の提出を求める。 

・選定事業者は、市の行った改善勧告の内容が妥当でないと判断したときは、市に対して異議
申立てを行うことができる。異議申立てがあったときは、その改善勧告の内容について市は
選定事業者と協議する。 

(ｵ) 改善計画書の提出 
・選定事業者は、改善勧告に基づき、市からの通知受領から５日以内（ただし、５日目の日が

閉庁日に当たるときは、その直後の開庁日まで）に、次の内容等を記載した改善計画書を市
に提出し、承諾を得なければならない。 
−水準未達の内容、場所及び原因 
−水準未達の状況を改善及び復旧する具体的な方法、期限及び責任者 
−事業実施体制、事業実施計画等についての必要な改善方策 

・ただし、当該業務の水準未達の改善に緊急を要し、かつ応急措置等を行うことが合理的と判
断される場合は、上記によらず、選定事業者は、自らの責任において直ちに適切な応急措置
等を実施して、市に報告すること。 

(ｶ) 改善措置の実施 
・選定事業者から提出された改善計画書の期限・内容が適当であると市が承諾した場合、選定

事業者は改善計画書に基づき、直ちに改善措置を実施し、その終了後速やかに、その実施状
況を改善報告書として市に提出する。 

・なお、市は、選定事業者から提出された改善計画書が、水準未達を是正できる内容と認めら
れない場合は、当該改善計画書の変更、もしくは再提出を求めることができる。 



(ｷ) 再改善勧告 
・市は、期限内に水準未達が改善されているかどうかを確認し、確認できない場合は、再改善

勧告を行うことができる。 
(ｸ) 施設保守管理費の支払い停止措置 
・上記(ｷ)により提出された２回目の改善計画書に沿った期間・内容による是正が認められない

と判断した場合、市は、施設保守管理費について、適正な改善措置が確認できるまでの間、
支払い停止の措置を講ずることができる。 
 
 水準未達と認定された場合の措置 
(ｱ) 減額ポイントの発生 
・市が水準未達と認定した場合、当該事象について減額ポイントを付与する。減額ポイントは

当該半期ごとに合計する。当該半期に合計された減額ポイントは、当該期間のモニタリング
にのみ用いるものとし、次の期間に繰り越さない。 

(ｲ) 施設保守管理費の減額 
・減額ポイントを付与する場合には、当該半期分の減額ポイントの合計を計算し、当該半期に

支払うべき施設保守管理費の総額に対し、定められた減額割合を乗じて減額の計算を行う。 
(ｳ) 施設保守管理業務を行う者の変更 
・市は、選定事業者の実施する施設保守管理業務の結果が、次のいずれかに該当する場合には、

選定事業者と協議を行い、当該業務を実際に行う者の変更を求めることができる。 
ａ 市が改善勧告を繰り返しても、現在の事業実施体制では業務要求水準の達成が明らかに困

難であると認めた場合 
ｂ 3 半期連続で施設保守管理費が減額になった場合 
ｃ 1 半期で減額ポイントが 50 ポイント以上発生した場合 
ｄ 施設利用者が施設を利用する上で明らかに重大な支障がある事象が、1 半期に３回以上発

生した場合 
・上記のいずれかの場合に、市が選定事業者に対して、当該業務を実際に行う者の変更を求め

たときは、選定事業者は、30 日以内（ただし、30 日目の日が閉庁日に当たるときは、その直
後の開庁日まで）に当該業務を実際に行う者を変更し、その名称や業務実績等の詳細を市に
提出する。 

・なお、上記によって、当該業務を実際に行う者が変更された場合でも、当該半期内に発生し
た減額ポイントの発生により施設保守管理費の減額措置等の実施を妨げるものではない。 

(ｴ) 契約の解除 
・次のいずれかの場合、市は選定事業者に催告することにより、３カ月以内に施設保守管理に

関する業務委託契約を解除することができる。 
ａ 市から当該業務を実際に行う者の変更を求められているにもかかわらず、選定事業者が

30 日以内（ただし、30 日目の日が閉庁日に当たるときは、その直後の開庁日まで）に当該
業務を実際に行う者を選任しない場合 

ｂ 当該業務を実際に行う者が変更された後、上記(ｳ)のｂ、ｃ、ｄのいずれかに該当した場合 



 
 施設保守管理費の減額方法 
(ｱ) 水準未達の対象となる状況 
・モニタリングの結果、アの措置を経て当該業務の実施状況が水準未達と認定された場合、イ

の(ｱ)及び(ｲ)の手続を経て、施設保守管理費の減額を行う。 
・施設保守管理業務の実施状況が水準未達と認定される場合の事象例は、次のａ又はｂの状態

である。これらと同等以上と認められる状況についても水準未達となる。 
 

ａ 施設利用者が施設を利用する上で、明らかに重大な支障がある場合 
業務 水準未達の例 
全般 ・故意による施設保守管理業務の放棄（それに近い状態

を含む。） 
・故意に市との連絡を行わない（長期にわたる連絡不通

等） 
・市の合理的な指導や指示に従わない 
・安全措置の不備による人身事故の発生 
・施設の全部又は事業の全部が利用できない 
・重要な什器備品（鍵等）、帳簿類等の紛失、破棄 
・市の承諾を得ない各種計画書、事業報告書の提出の大

幅な遅延（記載内容が極めて不十分で、提出期限の遅
延に近い状態を含む。） 

・各種計画書、事業報告書等における重大な内容の虚偽
報告、故意又は重大な過失による虚偽報告 

・個人情報の漏洩、改ざん、滅失、き損 
・水準未達の状態の長期間にわたる放置 

施設保守管理業務 ・各業務の未実施（それに近い状態を含む。） 
・法定点検や定期点検の未実施（それに近い状態を含む。） 
・業務の疎漏による施設使用不能、重大な事故の発生 
・災害等発生時の消防設備等の未稼働（火災発生時にお

いて火災報知器が機能を果たさない事態の発生等） 
・停電、断線等の放置 
・エレベーターの全面停止状態の放置 
・不衛生状態の放置（トイレ等） 

 
ｂ 施設利用者が施設を利用することはできるが、明らかに施設利用者の利便性を欠く場合 

上記ａに該当する場合を除いた水準未達の場合全てとする。具体的な事象について、市が業
務要求水準に照らして水準未達を認定する。 

 



(ｲ) 減額ポイント 
・水準未達の状況に応じた減額ポイントの基準は下表のとおりとする。 

水準未達の状況 減額ポイント 
ａ 施設利用者が施設を利用する上で、明らかに重

大な支障がある場合 
水準未達と認定された事象ごとに 10 ポ
イント 

ｂ 施設利用者が施設を利用することはできるが、
明らかに施設利用者の利便性を欠く場合 

水準未達と認定された事象ごとに１ポ
イント 

 
(ｳ) 施設保守管理費の減額措置 
・市は、モニタリングが終了し、減額ポイントを付与する場合には、選定事業者に減額ポイン

トを通知する。施設保守管理費の支払いに際しては、半期分の減額ポイントの合計を計算し、
下表に従って施設保守管理費の総額に対し、該当する減額割合を乗じて減額の計算を行う。
市は減額された施設保守管理費を選定事業者に支払う。 
 
四半期の減額ポイント合計 施設保守管理費の減額割合 

0〜9 減額なし 

10〜29 
１ポイントにつき 0.3％減額 
（３％〜約９％の減額） 

30〜49 
１ポイントにつき 0.6％減額 
（18％〜約 30％の減額） 

50〜99 
１ポイントにつき 0.9％の減額 
（45％〜約 90％の減額） 

100 以上 100％減額 

 
(ｴ) 減額ポイントが発生しない場合 
・減額ポイントが発生する水準未達となる状況を市が発見した場合でも、次のａ又はｂに該当

する場合には減額ポイントは発生しない。 
ａ 選定事業者から市に提出される状況報告書により、市がやむを得ない事由と認めた場合

（明らかに事業者の責めに帰さない事由によって水準未達が発生した場合で、市がそれを
認めた場合を含む。） 

ｂ 水準未達の発生について選定事業者から事前に市に連絡があり、市がこれを認めた場合 
 

５ 事業期間終了に係る業務におけるモニタリング 
市は、事業期間終了後、次期施設管理者が本施設の施設保守管理を引継ぐに当たって、業務

要求水準書等に規定された本施設の性能及び機能が維持されており、事業期間終了後の事業実
施に支障が生じないことを確認する。 



 
 モニタリングの方法 

・選定事業者は、事業期間終了の１年前までに、事業期間終了後の本施設及び設備等の修繕・
更新の必要性等について自ら検査を実施し、その結果を市に報告する。 

・市は、事業期間終了前までに、選定事業者と協議の上、日程を定め、本施設の性能及び機能
が業務要求水準書等に定められた水準を満たしていることを確認する検査を行う。 
 
 水準未達があった場合の措置 

・モニタリングの結果、本施設の性能及び機能に関して水準未達が確認された場合、市は、選
定事業者に対して、直ちに是正措置を行うよう求める。 

・選定事業者は、市による是正措置の要求を受けた後、速やかに水準未達の改善計画書を市に
提出する。 
−当該是正措置が妥当であると市が認めた場合：選定事業者は、提出した是正措置を実施し、

その後、速やかに実施状況報告書を市に提出する。 
−当該是正措置が妥当ではないと市が認めた場合：市は、選定事業者に改善計画書の再提出

を求める。選定事業者は是正措置を再度検討し、速やかに市に改善計画書を再提出する。 
・選定事業者が適正な是正措置を実施しなかった場合、又は、選定事業者の行った是正措置で

は業務要求水準を満たさなかった場合、市は、自らが是正措置を行う場合に想定される合理
的な費用を限度として、支払い未了の施設保守管理費の支払いを留保することができる。な
お、改善措置に必要となる費用が支払い未了の金額を超える場合は、別途、選定事業者に請
求を行う。 
 


